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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　激動の歳になりそうな予感、火薬庫化する中東、核開発が心配
　今年は、どうやら激動の一年になりそうだ。昨年の12月、フランスパリでのISによるテロ攻撃は、おそらく今年になっても世界各国に広がる気配を見せているだけでなく、世界の火薬庫化し始めている中東では、大国サウジアラビアとイランが国交断絶に近い状態になり、中東全域をシーア派対スンニ派という二つの陣営の「宗教対立」に巻き込み始めている。背景には、サウジからすればアメリカなど主要国が、イランの核開発に対して中途半端な合意によって経済制裁の解除を進め、やがてはイランの核開発に道を開いてしまったのではないか、との疑念があると言われている。今後、ISも含めてどんな展開になるのか、予断を許さなくなっている。さらに、イスラムとの死闘を繰り広げているイスラエルとパレスチナの問題など、核開発と絡んだ多くの波乱要因が絡まり、混とんとした情勢が続きそうである。

　北朝鮮が核実験へ、北東アジアもどうなることやら
また、6日北朝鮮は自称「水爆」実験に成功したとしているが、「水爆」かどうかの真偽は別にして核兵器の実験を実施したことは間違いないようで、近く国連を中心に安保理の制裁決議が実施されることは確実であり、最近は北朝鮮との関係が良くない中国も賛成に回り制裁に参加するようだ。今後、唯一の超大国であったアメリカが、オバマ大統領が公言したように「世界の警察官」の役割を果たせなくなってきており、覇権国家の存在しなくなりつつある世界において、核兵器の拡散が進みつつある中で、どのように世界の安全を確保していけるのか、国際社会の大きな課題になっていることは間違いない。国連を中心にした集団的安全保障の再構築に取り組む以外になさそうだが、地域的な安全保障の枠組みも必要であり、北東アジアの安全保障をどう作り上げていけるのか、唯一の核兵器による被爆国である日本の出番なのだが安倍政権にそれができるのか、残念ながらその自覚に乏しいようだ。
中国経済の停滞、新興国経済の落ち込み、世界経済も混迷へ
　さらに、経済の面でも揺らぎが出始めている。中国は世界第2位の経済大国にのし上がり、やっと実現し始めた人民元の国際化にむけ動き始めたにもかかわらず、ドルペッグしてきた人民元の下落が続き、どこまで下落していくのか今のところ見えてこない。中国経済のバブルが弾けるとともに、経済の停滞が続くものの、依然として回復の兆しを見せていない。中国経済の停滞の影響もあるのだろう、石油をはじめとする資源価格の落ち込みが続いており、新興国の経済はアメリカFRBの金利の引き上げの影響もあり、苦境に陥っている。その結果、中国だけでなくアメリカの株式市場も年初以来落ち込んでおり、世界経済の行方に対する暗雲がたちこめ始めつつある。
　東京株式市場、大発会から連続5日間続落へ、安倍政権直撃か
株式市場と言えば、東京市場において、大発会以来5日間連続して下落を続け、年末の大納会での日経平均19,033円から先週末17,697円へと1,336円も値下がりし、波乱の幕開けとなっている。こうした展開を見る限り、内外情勢は多難な一年になることが予測され、アベノミクスの行方にもまた暗雲が立ち込めはじめたと言えよう。特に株価の上昇が安倍政権の経済政策の評価とつながっているとされ、歴代政権の中で一番株価への口先介入を繰り広げるとともに、日銀やGPIF(年金積立金管理運用独立行政法人)のポートフォリオを、債券市場からよりリスクの高い証券市場への比率を高めてきたわけで、今後の動きを注目して行く必要がありそうだ。
　

　昨年の外国観光客の入込、1910万人へ、円安による観光客増へ
　話は少し変わるのだが、最近の経済情勢の中で、一番身近な動きとして感ずるのが海外からの日本への観光客の急激な増加であろう。卑近な例では、東京を始めとした都市部のホテルの予約がなかなか取れない事や、「爆買い」といわれる日本製品の大量の買い上げなど、どうしてこんなに外国人が増えているのだろうか、と訝しがる向きも多い。そうした中、昨年の海外からの訪日客は1910万人に達したようだ、と報じられ、旅行大手のJTBは2016年の訪日外国人客の予測として2350万人に達するものと見込んでいる。圧倒的にアジア、とりわけ経済大国になった中国からの観光客が増えていることは、飛行機や身近な地下鉄など公共交通機関の乗客をみても明らかである。
　何故こんなに増加しているのか、それはアベノミクスによる異次元の金融緩和による大幅な円安が進展し、かつて1ドル80円を切る円高が、今や1ドル120円を超す円安で実に50%も円が安くなっているのだ。それだけ日本の円の価値が暴落しているわけだ。一方、中国の人民元はドルペッグしていると共に、リーマンショック以降海外からの投資も増大し、人民元高になっていた。かくして、人民元と円で見ると人民元の価値が2倍近く上昇しているわけで、中国で買うよりもはるかに安い商品が、品質も良く安全で長持ちするとして「爆買い」の対象になっているのだ。先ほど見たように、最近では人民元の下落が続いているわけだが、まだまだ日本円との関係では人民元高が続いており、今年も中国からの大量の観光客が日本に押し寄せてくることは間違いないだろう。春節と雪まつりが重なる北海道へは、今年もホテルや航空機が満杯になるほど中国本土からの観光客が来るに違いない。ただし、それはバブルに近いものでしかなく、円安から円高へ転換すればこのような急激な観光客の急増は見込めないわけで、ホテルの新増設など民間旅行業関連投資を進めようとしている経済人にとって、本格的な設備投資をすべきかどうか、大いに迷ってしまうに違いない。下手に設備投資をしても、情勢が急変すれば無駄な投資として不良債権化する危険性が大きいだけに、リスクは大きいと言えよう。
　いつまで続くのか、異次元の金融緩和による円安、出口戦略は?
　では、いつまでもこのような流れが持続していくものなのだろうか。中国経済が停滞を強め始めていることと、日本の円安政策が続けられるのかどうか、という事にかかっているわけで、日銀の異次元の超金融緩和政策が何時まで続けられるのか、専門家の間には2016~17年以降は困難になるのではないか、と予測され始めている。新規に発行する国債よりも多い日銀の国債買い取り政策は、限界に近づいているようだ。異次元の金融緩和政策からどのように金利機能が機能する正常な金融政策に戻していけるのか、出口戦略は全く語られない。

  ガソリン価格の低下、円高であればもっと下がっていたのだが
それにしても、これだけの円安にもかかわらず石油価格の低下は進んでおり、ガソリン価格も1リッター110円台へと突入しているし、灯油価格も50円台半ばと低下している。国民にとっては朗報に違いないが、かつての円高時代であればもっと低下して1リッター100円を切る水準になっていても不思議ではない。その結果、日銀は2%のインフレ目標が達成できないのは石油価格の低下が原因で、それを除けば物価は1%台になるしこれからは2%へと上がっていくはずだ、と主張しているようだが、日銀がお札を印刷してばら撒けばインフレは起こる、と言い続けた方々の責任はどうなっているのだろうか。
　ノーベル賞の梶田隆章教授、日本の研究環境の酷さを嘆く。いつか見た光景、ノーベル賞の山中伸也教授も指摘。日本の教育水準の劣悪さ、OECD最下位の公教育予算の対GDP比率水準
　もう一つ気になった報道に、ノーベル賞を受賞された梶田隆章東大教授が最近日本記者クラブで会見され、「『若者が長期的な視野に立って研究を進めることができない今の日本の研究環境は非常に深刻な問題だ』と述べ、若手研究者の雇用が安定しない日本の研究環境の改善を訴え」(NHKニュースWebより)たとの報道があったことだろう。同じ趣旨の発言は、同じくノーベル賞を受賞された京都大学の山中伸也教授もされており、日本の教育・研究が抱える大問題と認識する必要がある。つまり、長期的な研究が必要な基礎研究において、短期的な雇用しか実現できない研究者の現状を厳しく断罪されているのだ。公的な教育・研究予算の対GDP比が、OECDのなかで最低になっている事の現れの一つが指摘されているわけで、最後は財源の問題に帰着する。つまり、この国は増税によって社会保障や教育に向けられる予算が増えなければならないにもかかわらず、軽減税率に見られるように減税による国民負担の軽減策に政治家が走ってしまうわけで、残念ながら国民の民度以上の政治は実現できない事を知る必要がありそうだ。このままでは、日本の将来は危うい。
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